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１．はじめに 

 

 津波や洪水などの大災害時において、人的被害を最小

限に抑えるためには迅速かつ円滑な避難が重要である。

しかし、実際の災害時においては、住民の避難行動選択

が適切に行われず、その結果として逃げ遅れた住民が命

を落とすという事例が数多く報告されている。もちろん、

こうした状況は様々な要因が複合的に絡み合って生じる

ものと考えられるが、本研究では特に、本来避難すべき

状況におかれた複数の住民（集団）が、揃って避難しな

いという非合理的な選択を行う現象に着目する。このよ

うに、多くの主体が同じようにシステマティックに誤っ

た（全体として最適でない）行動を選択することは、

『群集行動（herds）』と呼ばれる。 

 防災研究分野において、避難行動における模倣性（自

ら率先して避難は行わず、周辺住民が避難を開始するの

を観察してから漸く避難するといった性質）の存在が指

摘されているものの、その性質を意思決定の相互依存関

係として構造的にモデル化した従来研究はなく、こうし

た問題を考察するための枠組みは提示されていない。 

 本研究は、(i)災害避難時において群集行動が形成さ

れるメカニズムを表現する理論モデルの定式化を行い、

(i)災害リスク環境（災害生起確率や災害規模など）や

地域コミュニティーの形態（リーダーや被災経験者、老

齢者などの存在やその構成）がメカニズムや社会厚生に

与える影響について分析を行うことを目的とする。上記

の目的を達成するために、本研究では、住民の災害避難

に関する意思決定の相互依存的な関係を不完備情報の動

学ゲームと捉えたアプローチを採用する。それにより，

住民の避難行動選択は各住民が合理的（戦略的）な判断

を行った結果，ゲームの均衡解として導かれる．モデル

分析によって、群集行動が、よく知られている「囚人ジ 
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図-1 災害避難に関する意思決定モデルの手順 

 

レンマ」のように誰もが避難すべき状況にあるにもかか

わらず、誰も避難をしないというパレート劣位な均衡解

として実現することを明らかにする。 

 

２．本研究の基本的な考え方 

 

（1）既存研究の概要 

 災害避難行動に関する研究は，防災研究分野において

既に膨大な蓄積がある（eg. 片田ら(2002,2005,2005)1～

３），早川・今村(2002)４),）．しかし，既存研究の多く

が，アンケート調査を基にした影響要因の分析やシミュ

レーション手法の開発をおこなったものであり，本研究

のように，社会的学習過程を通じた意思決定の相互作用

をモデル化した従来研究は防災研究分野においては全く

ない． 

 一方，行動ファイナンス分野では，金融市場における

バブルやクラッシュを説明するために群集行動に関する

研究が活発に行われている（Banerjee (1992)５）, Bikhcha
ndani et.al(1992)６), Chamley (1994,2004)７～８)）．本研究

で構築するモデルは，その基本的な設定においてChaml
ey(2004)に準拠している．しかし，Chamley(2004)では，

同質な主体によって構成される集団についてのみ考察し

ており，また厚生分析や政策評価が十分に検討されてい

ない．本研究は，主体の異質性を考慮し，地域コミュニ

ティーの形態にまで議論を展開した点に独創性がある． 

 

（２）災害避難行動に関する意思決定構造の概要 

 住民の災害避避難に関する意思決定構造について説明

する。災害時に住民は「直ちに避難する」、もしくは
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図-2 リスク情報の分布 

 

「しばらく待って様子を伺う」かのいずれかの選択を行 

うものとする。「しばらく待って様子を伺う」を選択し

た場合、住民は周辺住民の避難状況を観察し、それに基

づき自らの災害リスク認知の水準を更新するという社会

的学習過程を経て、改めて避難行動に関する意思決定を

行う。このとき、社会的学習過程を通じて、将来の追加

的情報の価値が他の住民の避難行動選択に依存して内生

的に決定されるという通時的な情報の外部性が存在する。 

 

２．災害避難に関する意思決定モデル 

 

（１）モデル化の前提条件 

a) モデルの手順 

 同質な２主体が存在し，災害リスクに直面している．

１期の初期時点において，自治体から災害情報（公的情

報）が公表される．各主体は，自治体からの情報と独自

に認知したリスク情報を基にして災害生起に関する主観

的確率を形成する．ただし，各個人が独自に認知するリ

スク情報は私的情報であり，もう一方の主体はその値を

正確に知ることはできない（確率分布のみを知る）もの

とする．各主体の避難行動に関する意思決定構造を右上

図に示す．各主体は，先ほどの主観的確率に基づいて算

出した期待被害額と避難に要する費用（心理的苦痛など

の非金銭的費用を含む）とを比較して，１期に「避難す

る」か「様子を見る」かのいずれかを選択する．仮に，

一方の住民が１期に避難を行わず，「様子を見る」を選

択した場合，もう一方の住民の１期での避難行動（の有

無）を観察でき，その情報を用いて主観的確率を更新す

る．２期においては，更新された主観的確率のもとで

「避難する」か「避難しない」かのいずれかを選択する．

 b)情報の不完備性と社会的学習 
 第１期の初期時点において、自治体から災害情報（公

的情報） として災害生起の確率μが公表される。各主

体は、自治体からの情報と独自に認知したリスク情報 

を基にして災害生起に関する主観的確率を公的情報を用

いてベイズ学習で更新するという形で形成する。リスク

情報はs sθ ε= + で表され、 ( )2,N sθ σ の正規分布に従う

（図-2）。ベイズ学習は次式で表される。 
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ただし、各個人が独自に認知するリスク情報は私的情報

であり、他の主体はその値を正確に知ることはできない

（確率分布のみを知る）ものとする。 

 

(２) 第1期の意思決定 

各主体は、先ほどの1期の災害生起に関する主観的確

率に基づいて算出した期待被害額と避難に要する機会費

用とを比較して期待被害額最小化行動をとることにより、

１期に「避難する」か「様子を見る」かのいずれかを選

択する。避難に要する機会費用は    、様子を見た

ときの期待被害額は、 る。

ここで、     は第２期の期待被害額であり、 は

他の主体の避難に関する行動ルール（閾値）である。 

         と

 

 

(３) 第2期の意思決定 

一方の住民が１期に避難を行わなかった場合、他の

主体の１期での避難行動（の有無）を観察でき、その情

報を用いてベイズの公式で災害生起に関する主観的確率

を更新する。第2期においては、更新された主観的確率

のもとで「避難する」か「避難しない」かのいずれかを

選択する。第2期の期待被害額 ( )
1
,

i j
W μ μ は、 

( ) (
1 1 1
,

i j i i j
W Q ),μ μ μ μ μ= −       （２） 

と表される。ただし     は、 
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となり、オプション価値である。オプション価値   

( )
1
,

i j
Q μ μ は、他主体の避難行動を観測できることによ

り第2期に避難をするという選択肢が存在することに関

する価値（２期に避難することによって生じる被害軽減

額の最大値）である。 ( )
1
,

i j
Q μ μ は、他の主体の避難行

動選択に依存して決定される（情報の外部性）。 

  

(４)完全ベイジアン均衡 

住民の避難行動選択は、各住民が合理的（戦略的）

な判断を行った結果、次式を満たすゲームの均衡解（完

全ベイジアン･ナッシュ均衡）として導かれる。 

  ( ) (1i i i i i jc c W ),δ μ μ δ μ μ∗ ∗ ∗+ = + − ∗
     (4) 

ここでのゲームの均衡とは、自ら進んでその行動

（「（いつ）避難するか」あるいは、「避難しない

か」）を変更するインセンティブをもたないような選択

を互いに行っている状態である。具体的には、均衡行動

選択が、各期における自らの主観的確率がそれぞれある 
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図-3 情報の外部性が及ぼす影響 

 

閾値を上回る場合に、「避難する」を選択し、下回る場

合には「様子を見る」を選択するという状況依存的ルー

ルとして導かれる。 

 

(６)情報の外部性 

 情報の外部性の存在とは，1期に様子を見ることによ

り他の主体の行動を観察できるので、それにより自分の

主観的確率を更新し、それに基づいて2期の行動を選択

することである。そうした意思決定構造を考慮に入れた

上で、第2期に避難をするという選択肢が存在すること

の1期における価値（2期に避難することによって生じる

被害軽減額の最大値）がオプション価値 ( )
1
,

i j
Q μ μ であ

る。ここで、同質な2主体であると仮定するとオプショ

ン価値は次式で表される。 
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式(5)の右辺と左辺をそれぞれグラフに表すと図-3のよ

うになる。情報の外部性が存在する場合は均衡点が図-3

中のB点のようになる。この場合は意思決定において他

の主体の行動を考慮に入れているために、他の主体の行

動を観察するために避難を遅らせている。しかし、均衡

点が点Aのようになる場合は情報の外部性はそんざいし

ていない。したがって、他の主体の行動を意思決定にお

いて考慮していない。これは、あまりにも低い閾値を取

る主体はすぐに逃げてしまうので信用できない。よって

結果に影響を及ぼさないためであると考えられる。 

 

(７)完備情報モデル（最適避難行動モデル） 

私的情報が存在しない完備情報モデルを考える．す

なわち，各主体が情報交換を行い，それぞれが認知した

危険度を共有することができる場合である．完備情報モ

デルでは．入手可能な情報（公的情報、各主体の認知し

た危険度）の全てを用いて，災害生起に関する確率が形

成される。この確率 を災害生起に関する客観的確率と

定義すると，以下のようになる。 
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 完備情報モデルでは，指摘情報が存在しないため，相

手の行動を観察するために避難をしないで様子を見る必 

図-4 均衡解と社会的最適解 

 

要がない．よって、1期の決定が避難に関する最終決定

となる。またこのとき，客観的確率に基づき行われる意

思決定は，社会的に最適なものとなる． 

 

(８)均衡解と社会的最適解の比較 

 完備情報の意思決定の境界線（最適な行動の境界線）

と不完備情報での1期の意思決定の境界線を同じグラフ

に引くことにより、均衡解と社会的に最適な行動の関係

を表すことが出来る。横軸に主体iの主観的確率、縦軸

に主体jの主観的確率をそれぞれとったグラフに、社会

的最適モデルの最適な行動が無差別となる主観的確率の

組み合わせをプロットしていくと、最適な意思決定の境

界線を引くことができる。また、それぞれの主体の閾値

をそのグラフに引くと、主体の認知した危険度による1

期の意思決定と最適行動を図に表すことが出来る。この

グラフには2種類のパターンがあり、パターンAを図-4、

パターンBを図-5に表す。パターンAでは図-4中の点ABC

に囲まれる領域のような、避難をするのが最適であるに

も関わらす、両主体共に避難をしないという領域が存在

する。一方、パターンBでは図-5中の点DEFに囲まれる領

域のような、避難しないのが最適にも関わらず、両主体

共に避難をしてしまうという領域が存在する。 

 

３．数値解析 

 

（1）設定  

災害リスク環境（公的確率）や集団内の異質性（災害危

険度認知の精度，避難に要する機会費用）が集団的な避

難行動に与える影響について分析する．具体的には，情

報の外部性の影響について、均衡解の特性を考察すると

ともに厚生分析を行う．災害リスク認知の精度とは，各

主体が認知するリスク情報の分布における標準偏差を指

す図-5は，同質な2主体の災害リスク認知の精度を，図-

6は，片方の主体の災害リスク認知の精度を変化させた

（標準偏差σを0.5（精度が高い）から1.4（精度が低

い）に変化させた）場合の，情報の外部性が存在する

cμ
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図-5  社会的最適との乖離と情報の外部性(同質) 

 

場合としない場合における総期待被害額の社会的最適か

らの増加率を示す．その他のパラメータは避難に要する

機会費用を 、公的情報を0.3c = 0.5μ = として分析を

行う。 

 

(２) 同質な2主体のケース 

 図-5よりσ＝0.5よりも大きな領域では，各主体が主

観的確率で評価した が正の値をもち，他の主体の行動

を観察するために避難を延期することが選択される．一

方，σ＝1.1以上の領域は社会的に見ても避難を遅らせ 

ることが望ましい領域であるのに対し，σ＝0.5から1.1

の領域は社会的には避難を選択することが望ましい領域

である．σ＝0.5よりも小さな領域では，各主体の精度

が高いことから，他の主体の行動を観察することの価値

は小さい．すなわち，σ=0.5～1.1の領域において，各

主体が合理的に避難の延期を選択しているにもかかわら 

ず，情報の外部性の存在により新たな情報の獲得が必ず

しも正の価値を持ち得ず，その結果，パレート劣位な均

衡に陥っていることが分かる． 

 

（3）異質な2主体のケース 

 図-6より，両主体の精度に差がある場合，総期待被害

額が減少する．相対的に精度が高い主体にとって，精度

の低い主体の行動を観察することの価値は低く，第1期

に避難するか否かの意思決定を行う．精度の低い主体は，

精度の高い主体の第1期での行動を観察し，追従するこ

とにより，より正確性の高い判断を行うことができる．

一方，両主体の精度に差がなく，本ケースのように共に

中間的な値を取る場合，同質な場合と同様に厚生損失が

発生する．  

 

 

 

 

 

図-6 社会的最適との乖離と情報の外部性(異質) 

 

４．結論 

 

 本研究では，住民の災害避難に関する意思決定の相互

依存的な関係を不完備情報の動学ゲームとして定式化し

た災害避難行動モデルを用い，群集行動形成メカニズム

により「避難の遅れ」が発生することを説明した。モデ

ル分析によって，群集行動が，よく知られている「囚人

ジレンマ」のように誰もが避難すべき状況にあるにもか

かわらず，誰も避難をしないというパレート劣位な均衡

解として実現することを明らかにした． 
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